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第Ⅰ部 調査の趣旨・目的と方法 

 

第１章 調査の趣旨・目的 

 

１．はじめに 

 第１章では、既存の統計の観察を行った上で、独自調査の視点を記述する。その前に、厚

生労働省「組織の変動に伴う労働関係に関する研究会」資料に基づいて、企業組織の変動の

類型を整理しておく【第 1-1 図】1。 

第 1-1 図 企業組織の変動の主なもの 

 
資料出所：厚生労働省「第１回 組織の変動に伴う労働関係に関する研究会」資料（http://www.mhl

w.go.jp/file/05-Shingikai-12601000-Seisakutoukatsukan-Sanjikanshitsu_Shakaihoshoutantou/000006

7594_1.pdf）より転載。 

同資料によると、「事業譲渡」は会社法上明確な定義規定はないが、「事業の全部又は重要

な一部の譲渡」については、原則として株主総会の特別決議を要することとされている。ま

た、会社法において株主総会の特別決議を要する「事業の全部又は重要な一部の譲渡」に該

当しないような、会社の事業の一部の譲渡や営業用設備の売却なども含めて、多様な形態で

行われる。 

その効果は、譲渡会社と譲受会社間の合意により、譲渡会社の権利義務を個別に特定して

                                            
1 以下の記述は、厚生労働省「第１回 組織の変動に伴う労働関係に関する研究会」資料（http://www.mhlw.go.jp

/file/05-Shingikai-12601000-Seisakutoukatsukan-Sanjikanshitsu_Shakaihoshoutantou/0000067594_1.pdf）より引用し

た。同資料には、組織変動と労使関係に係るこれまでの経緯についても整理されている。 
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承継される。労働契約の承継の際には民法 625 条第１項の規定により、労働者の同意を得た

上で個別に特定し、権利義務が承継される。 

「合併」については会社法上にその定義があり、「吸収合併」は「会社が他の会社とする

合併であって、合併により消滅する会社の権利義務の全部を合併後存続する会社に承継させ

るもの」、「新設合併」は「二以上の会社がする合併であって、合併により消滅する会社の権

利義務の全部を合併により設立する会社に承継させるもの」である。合併は包括承継である

ので、労働者の同意は不要とされている。 

「会社分割」についても会社法にその定義があり、他の会社に事業に関して有する権利義

務の全部又は一部を承継させる「吸収分割」と、分割により新たに設立する会社に、事業に

関して有する権利義務の全部又は一部を承継させる「新設分割」がある。「吸収分割」「新設

分割」のいずれにおいてもその効果は、分割会社と承継会社が締結した分割契約、新設分割

の場合は分割計画に従って、「事業に関して有する権利義務の全部又は一部」が包括的に承継

される。これは労働契約の移転について、労働者の個別の同意なく包括的に承継される。労

働者の同意なく包括的に承継される場合には、労働者の意思とは無関係に承継されてしまう

と労働者に与える影響が大きいので、労働契約の承継等に関する法律（以下、「労働契約承継

法」）を制定し、承継される事業に主として従事しているにもかかわらず承継されない労働者

については、異議申出権を付与するという包括承継の修正を行っている。また、承継される

事業に主として従事していないにもかかわらず承継される労働者にも、異議申出権を認めて

いる。 

会社分割についてもその効果は包括承継であるが、合併のように会社が消滅せず、権利義

務の一部を残すことが可能であるため、包括承継と区別して「部分的包括承継」と呼ばれて

いる2。 

 

２．既存の統計、調査研究の観察3 

 この節では企業組織再編に関する既存の統計数値を観察する。以下では、経済産業省「企

業活動基本調査」および厚生労働省「労働組合活動等に関する実態調査」に含まれる企業組

織再編に関する調査項目の集計結果を観察する。 

 

2.1 経済産業省「企業活動基本調査」4 

 経済産業省「企業活動基本調査」では、企業組織再編行為の状況を調べている【第 1-1 表】。

この表を観察してわかる点を整理すると以下のようになる。 

                                            
2 労働契約承継法は、会社分割に適用される。 
3 なお、先行調査研究の展望は、事例調査編において行う予定である。 
4 経済産業省のホームページ（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kikatu/result-2/h25kakuho/pdf/H25-1shou.pdf、

（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kikatu/result-2/h26sokuho.html、http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kikat

u/result-2/h27sokuho.html）を参照。 
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（1）全体で見た企業組織再編企業の割合は、平成 23 年度以降約４％で推移している。業種

別に見ると、製造業では３％台前半、情報通信業では４～５％台、卸売業では３～５％台、

小売業では４％代後半、サービス業では４～６％台と業種によりばらつきが見られる。 

（2）全体の組織再編行為の内容別の構成は、「吸収合併」は低下傾向、「分社化」は 25 年度

に上昇したが 26 年度は低下、「事業・資産の一部を他社に売却（事業譲渡）」は低下した

年もあるが全体として上昇、「他社の事業・試算の一部を購入（事業譲受）」は上昇傾向で

推移している。 

第 1-1 表 「企業活動基本調査」による企業の組織再編行為の推移（単位：％） 

 集計企業数 組織再編行為の内容（複数回答） 

 

組織再編企

業の割合 
吸収合併 分社化 

事業・資産

の一部を他

社に売却 

（事業譲渡） 

他 社 の 事

業・試算の

一部を購入

（事業譲受）

合計 

23 年度 1,156 3.9 44.4 9.4 16.9 16.6

24 年度 1,190 4.1 43.9 9.5 16.6 18.2

25 年度 1,204 4.2 42.2 10.2 15.3 18.6

26 年度 1,188 4.1 37.0 9.9 18.7 21.7

製造業 

23 年度 441 3.3 42.0 10.0 15.6 15.2

24 年度 446 3.4 48.0 7.2 17.5 14.1

25 年度 419 3.2 42.0 11.7 14.3 13.6

26 年度 438 3.4 38.4 8.7 19.9 21.0

情報通信業 

23 年度 129 5.3 41.1 7.0 18.6 14.0

24 年度 111 4.5 44.1 10.8 13.5 18.0

25 年度 132 5.3 34.8 16.7 15.9 16.7

26 年度 134 5.4 47.0 9.0 17.2 16.4

卸売業 

23 年度 215 3.6 44.2 13.0 16.3 15.8

24 年度 250 4.3 44.8 10.8 15.2 22.8

25 年度 288 5.0 45.8 5.2 14.9 25.0

26 年度 261 4.5 37.9 8.8 15.3 23.4

小売業 

23 年度 172 4.7 52.3 5.2 19.8 21.5

24 年度 162 4.5 42.0 8.0 16.7 21.0

25 年度 166 4.6 41.0 9.6 13.9 25.3

26 年度 170 4.7 32.4 10.6 17.6 27.6

サービス業 

23 年度 93 6.1 38.7 11.8 12.9 22.6

24 年度 101 6.7 29.7 11.9 24.8 18.8

25 年度 71 4.8 36.6 11.3 19.7 19.7

26 年度 65 4.4 32.3 13.8 24.6 20.0

資料出所：経済産業省「企業活動基本調査」（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kikatu/result-2.html） 
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（3）業種別の組織再編行為の内容の構成は、製造業では、「吸収合併」、「分社化」、「事業・

資産の一部を他社に売却（事業譲渡）」、「他社の事業・試算の一部を購入（事業譲受）」の

いずれも年によって変動が見られる。情報通信業では、「吸収合併」が平成 25 年度は少な

かったが、それ以外の年には 40％台である。「分社化」は、平成 25 年度に 16％台に上昇

したが、26 年度は９％であった。「事業・資産の一部を他社に売却（事業譲渡）」は、平

成 24 年度に低下したが、それ以降は上昇に転じている。「他社の事業・試算の一部を購入

（事業譲受）」は、平成 24 年度に上昇した後、16％台に低下している。卸売業では、「吸

収合併」が 40％台半ばで推移していたが、26 年度には 37％台へと低下している。「分社

化」は 23 年度の 13％から 25 年度の約５％へと低下したが、26 年度には８％台へと上昇

している。「事業・資産の一部を他社に売却（事業譲渡）」は、14～16％台で推移している。

「他社の事業・試算の一部を購入（事業譲受）」は 23 年度に 15％台であったが、その後

は 22～25％台で推移している。小売業では、「吸収合併」が低下傾向で推移している。「分

社化」は上昇傾向で推移している。「事業・資産の一部を他社に売却（事業譲渡）」は、25

年度までは低下傾向で推移していたが、26 年度は上昇している。「他社の事業・試算の一

部を購入（事業譲受）」は上昇傾向である。サービス業では、「吸収合併」は年度により変

動があり、「分社化」は 11～13％台で推移し、「事業・資産の一部を他社に売却（事業譲

渡）」、「他社の事業・試算の一部を購入（事業譲受）」も年によりばらつきがある。 

 

2.2 厚生労働省「労働組合活動等に関する実態調査」 

 厚生労働省「労働組合活動等に関する実態調査」では、過去３年間の組合員が所属する事

業所において企業組織の再編・事業部門等の縮小等の実施状況が調査されている。近年の調

査は、平成 22 年、平成 25 年に実施されている5。以下では、独自調査と調査時期が近い平成

25 年調査を中心に集計結果を概観する。 

（1）平成 25 年調査では、調査対象数 3,544 組合のうち 2,479 組合から回答を得ている6。過

去３年間に組合員が所属する事業所において企業組織の再編・事業部門の縮小等が「実施

された」比率は 31.5％（平成 22 年の前回調査では 37.9％）であった7。 

（2）業種別に企業組織の再編・事業部門の縮小等が「実施された」比率を見ると、情報通信

業（47.1％）、卸売業、小売業（43.8％）、生活関連サービス業、娯楽業（43.6％）、不動産

業、物品賃貸業（42.7％）などの実施比率が高い。企業規模別では、5,000 人以上（49.2％）、

1,000～4,999 人（46.1％）の実施比率が高い。 

                                            
5 以下の記述は、http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/18-22a.html および http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/18-25gai

you.html に基づいている。 
6 「労働組合活動等に関する実態調査」では、「企業組織の再編・事業部門の縮小等（企業組織の再編等）」を「企

業の合併、営業・資産の譲渡、会社の買収、他社との合併、会社分割、子会社の売却・清算、施設の撤去及び

事業部門の撤退・縮小等」と定義している。そのため、数値を解釈する際に注意が必要である。 
7 本部組合及び単位組織組合のうち、組合員が所属する事業所において企業組織の再編等が実施された割合。 
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（3）また、企業組織の再編・事業部門の縮小等に労働組合が「関与した」という回答比率は 

66.5％（前回調査 85.8％）である。業種別に見ると、電気・ガス・熱供給・水道業（88.1％）、

学術研究、専門・技術サービス業（84.6％）、生活関連サービス業、娯楽業（81.9％）、運

輸業、郵便業（80.2％）などで「関与した」という比率が高い。企業規模別に見ると、5,000

人以上（95.5％）の比率が高い。 

（4）「関与した」と回答した労働組合の関与の仕方（複数回答）を見ると、「労使協議機関で

協議した」75.8％、「団体交渉を行った」20.5％、「その他」11.9％となっている。「労使協

議機関で協議した」という回答を業種別に見ると、電気・ガス・熱供給・水道業（95.5％）、

金融業、保険業（89.6％）、不動産業、物品賃貸業（85.9％）、製造業（83.9％）などの比

率が高い。企業規模別に見ると、30～99 人（86.9％）、5,000 人以上（83.8％）、1,000～4,999

人（82.6％）の比率が高い。「団体交渉を行った」という回答を業種別に見ると、教育、

学習支援業（53.0％）、医療、福祉（52.7％）の比率が高い。企業規模別に見ると、30～

99 人（26.8％）、100～299 人（26.0％）の比率が高い。 

（5）企業組織再編等の実施にあたり「関与した」と回答した労働組合において、労使間で十

分な話合いが行われたかどうかを見ると、「十分に行われた」（16.6％）、「おおむね十分で

あった」（38.9％）、「どちらともいえない」（24.6％）などとなっている。傾向をわかりや

すくするために、「十分に行われた」の比率と「おおむね十分であった」と比率の合計数

値を見ることにする。業種別にこの比率を見ると、電気・ガス・熱供給・水道業（88.9％）、

金融業，保険業（85.9％）の比率が高い。また、企業規模別に見ると、5,000 人以上（73.4％）

の比率が高い。 

（6）労働協約の承継についての話合い状況を見ると、「話合いが持たれた」（35.0％）、「話合

いが持たれなかった」（50.7％）、「労働協約はない」（13.7％）であった。「話合いが持た

れた」という回答比率を業種別に見ると、宿泊業、飲食サービス業（55.3％）、医療、福

祉（52.5％）が高い。企業規模別に見ると、5,000 人以上（51.9％）が高い。 

（7）話合いの内容（複数回答）を見ると、「規範的部分について持たれた」8が 77.6％、「債

務的部分について持たれた」9が 50.2％である。話合いが「規範的部分について持たれた」

という回答比率を業種別に見ると、鉱業、採石業、砂利採取業（100.0％）、電気・ガス・

熱供給・水道業（100.0％）、情報通信業（100.0％）の比率が高い。企業規模別では、300

～499 人（97.0％）、1,000～4,999 人（92.6％）の比率が高い。  話合いが「債務的部分

について持たれた」という回答比率を業種別に見ると、宿泊業、飲食サービス業（78.7％）、

生活関連サービス業、娯楽業（70.8％）が高い。企業規模別に見ると、30～99 人（67.2％）、

100～299 人（61.6％）の比率が高い。 

 なお、「労働協約はない」という回答を業種別に見ると、製造業（40.4％）、医療、福祉

                                            
8 労働協約のうち、労働条件その他労働者の待遇を定める部分のこと。 
9 労働協約のうち、規範的部分以外の部分のこと。 
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（31.6％）が高い。また、企業規模別に見ると、30～99 人（19.1％）、100～299 人（15.6％）

などの比率が高い。 

 

2.3 その他の統計 

 公的統計以外にも株式会社レコフによる企業組織再編に関する統計データがある。同デー

タはＭ＆Ａデータベースを作成しており、日本企業同士のＭ＆Ａ、日本企業による外国企業

のＭ＆Ａ、外国企業による日本企業のＭ＆Ａなどの件数、金額などがわかる。同データは同

社の会員限定のサービスで詳細は不明であるが、新聞記事などによると、Ｍ＆Ａの件数は、

この数年増加傾向で推移しており、2015 年には約 2,500 件にのぼるとのことである。 

 

３．調査で確認したかったこと 

以上のように、企業組織再編の件数は、調査対象としている組織再編の内容によって数値

にばらつきが見られる。また、既存の調査では、件数や金額を把握することは出来るが、当

該企業において組織再編をどのように進めたのか、また、労働組合等ではどのように対応し

たのか、そして法制度面で検討されるべき課題といったことは必ずしも把握されていない。 

ところで、組織変動に伴う労働関係に関する立法措置としては、2000（平成 12）年の商法

改正による会社分割制度が創設され、それに合わせて労働契約承継法が制定された。その後、

10 年以上経過したが、規制改革実施計画などを受け、農協、医療法人といった会社以外の法

人類型についても分割法制の導入が検討されている。この間、会社法において法整備がなさ

れ、労働関係の判例が蓄積されている10。 

そこで、企業及び労働組合を対象に組織変動の実態を把握し、組織再編に伴う労働関係上

の諸課題を整理することによって、組織変動に伴う労働関係に関する政策的対応（立法措置

の必要性の有無や指針策定・改正）の議論に資することを目的として本調査研究を実施した。 

  

                                            
10 この点については、既出の厚生労働省「第１回組織の変動に伴う労働関係に関する研究会」資料（http://www.

mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12601000-Seisakutoukatsukan-Sanjikanshitsu_Shakaihoshoutantou/0000067594_1.pdf）

を参照。 
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第２章 調査の方法 

 

１．はじめに 

第２章では今回行った調査の方法を記述する。 

今回の調査では、(1)アンケート調査（①企業アンケート調査、②労働組合アンケート調査）、

(2)ヒアリング調査（①企業ヒアリング調査、②労働組合ヒアリング調査）の２つの方法を採

った【第 2-1 図】。本書では、アンケート調査結果を扱う。 

第 2-1 図 調査の全体像 

 

以下では、企業アンケート調査、労働組合アンケート調査それぞれの調査対象、調査項目、

調査の方法、調査期間、発送数と回収数（回収率）について記述する。 

 

２．企業調査の概要 

2.1 調査全体像 

企業アンケート調査では、調査対象を会社分割（分割会社）、会社分割（承継会社等）、事

業譲渡（譲渡企業）、事業譲渡（譲受企業）、合併に分けてそれぞれ質問に回答してもらった。 

第 2-1 表 標本抽出の方法 

 

調査

（１）アンケート調査

①企業アンケート調査

②労働組合アンケート調査

（２）ヒアリング調査

①企業ヒアリング調査

②労働組合ヒアリング調査
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第 2-2 表 標本抽出の方法(続き) 
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2.2 調査対象 

 全国の常用労働者を 100 人以上雇用している企業 10,000 社。 

標本の抽出は、総務省「平成 26 年経済センサス基礎調査」の産業・常用雇用者規模別企

業数の構成比を基に、民間信用調査機関が保有する企業データベースから層化無作為抽出を

行った【第 2-1 表、第 2-2 表】。 

 

2.3 調査方法 

質問紙を用いた郵送による通信調査。 

 

2.4 調査項目 

 調査項目は第 2-3 表の通りである。詳細は参考資料の調査票を参照のこと。 

第 2-3 表 企業調査の調査項目 

基本属性  業種、創業年、本社所在地、出資形態、上場状況、企業グループ、純粋持株

会社、経常利益、正社員・正規職員数、労働組合の有無 

組織再編の実施状

況 

 会社分割、事業譲渡、合併、今後の組織再編の実施予定 

会社分割（分割会

社） 

 会社分割の目的と評価 

 会社分割の形態 

 承継会社・設立会社の属性 

 承継会社等の経常利益の動向 

 移籍対象の労働者の有無と協議・通知の実施、人数 

 移籍対象の労働者との協議事項 

 承継される事業に従事していた労働者で移籍対象にならなかった労働者の

有無 

 移籍した労働者の賃金、移籍した労働者の退職金制度、移籍した労働者の年

次有給休暇、その他の休暇、労働時間等の権利の承継 

 労働協約の承継 

 移籍金又は転籍補償金等の一時金支払いの有無 

 退職した労働者の退職の種類 

 労働組合等との事前の協議・情報の事前に通知・提供の有無とその時期、労

働組合等と協議した事項 
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第 2-3 表 企業調査の調査項目（続き） 

会社分割（承継会

社等） 

 会社分割の形態 

 分割会社の属性 

 分割会社の存続 

 分割会社から移籍した労働者の有無 

 移籍した労働者の属性 

 移籍した労働者の移籍方法 

 移籍した労働者の労働条件（賃金、年次有給休暇、その他の休暇、労働時間

等） 

 退職した労働者の有無 

 労働協約等の扱い 

 労働組合等と事前又は事後の協議の実施状況 

事業譲渡（譲渡企

業） 

 事業譲渡の目的とその達成状況 

 譲受企業の属性 

 転籍又は出向した労働者の有無、転籍・出向に係る同意をとったか、その時

期 

 転籍又は出向した労働者の賃金額の変化、退職金制度の変化、年次有給休暇、

その他の休暇、労働時間等の権利の扱い 

 移籍金又は転籍補償金等の一時金の支払い 

 転籍・出向を拒否して企業に留まった労働者の扱い 

 退職した労働者の有無、退職の種類 

 労働組合等との事前の協議、事前の情報の通知・提供とその時期 

 労働組合等との協議事項と合意の状況 

 譲受企業への労働協約の承継 

事業譲渡（譲受企

業） 

 譲渡企業の属性 

 転籍・出向により採用した労働者の有無と人数 

 採用者の賃金額の変化、労働時間等の変化 

 採用者のうち受入後１年以内に退職した労働者の有無、退職の種類 

 譲渡企業の労働組合等との事前又は事後の協議の実施状況 

 譲渡企業の労働協約の承継 

合併  合併の目的と達成状況 

 被合併企業の属性 

 合併に関する労働組合等との協議の実施状況、情報の事前の通知・提供、そ

の時期 

 合併先に移籍した労働者の有無と人数 

 移籍した労働者の賃金額の変化、退職金制度の変化、年次有給休暇、その他

の休暇、労働時間等の権利の変化 

 合併後１年以内に退職した労働者の有無と人数、退職の種類 

自由記述 
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2.5 調査期間 

 2015 年 12 月 15 日～2016 年１月 15 日。 

 

2.6 回収数 

 1,567 票（有効回収率 15.7％）。 

 

３．労働組合調査の概要 

3.1 調査対象 

 厚生労働省「平成 27 年労使関係総合調査（労働組合基礎調査）」の労働組合員数 100 人以

上の単位組織組合及び単一組織組合の単位扱組合 14,404 組合から 3,000 組合を無作為抽出し、

さらに対象外の組合を除いた 2,985 組合を調査対象とした。 

用語の意味は以下の通り。 

１ 労働組合：労働組合とは、労働者が主体となって、自主的に労働条件の維持改善その他経済的地

位の向上を図ることを主たる目的として組織する団体及びその連合団体をいう。 

２ 単位組織組合、単一組織組合：(1)単位組織組合とは、規約上労働者が当該組織に個人加入する形

式をとり、かつ、その内部に独自の活動を行い得る下部組織（支部等）を持たない労働組合をいう。

(2)単一組織組合とは、規約上労働者が当該組織に個人加入する形式をとり、かつ、その内部に下部

組織（支部等）を有する労働組合をいう。 

 なお、このうち最下部の組織を「単位扱組合」、最上部の組織を「本部組合」という。 

３ 単位労働組合、単一労働組合：(1)単位労働組合とは、「単位組織組合」及び単一組織組合の下部

組織である「単位扱組合」をいう。(2)単一労働組合とは、「単位組織組合」及び単一組織組合の最

上部の組織である「本部組合」をいう。 

（出所：厚生労働省ホームページ「労使関係総合調査（労働組合基礎調査）」の用語の定義を転載

（http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/13-23b.html#link01））。 

 

3.2 調査方法 

質問紙を用いた郵送による通信調査。 

 

3.3 調査項目 

調査項目は第 2-4 表の通りである。詳細は参考資料の調査票を参照のこと。 
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第 2-4 表 労働組合調査の調査項目 

基本属性  組合員数とその変化 

 会社全体の正社員・正規職員数とその変化 

 労使協議機関の有無 

 経営計画等への組合の関わり方 

 業種、設立年、本社所在地、出資形態、グループ企業の有無、持株会社、過

去３年間の経常利益 

組織再編の実施状

況 

 会社分割、事業譲渡、合併の実施状況とその回数及び時期、組合活動や組織

への影響 

会社分割（分割会

社の労働組合） 

 会社分割の目的 

 会社分割の形態 

 承継会社の労働組合から承継会社又は設立会社に関する情報収集 

 承継会社等との関係 

 承継会社等の経常利益の変化 

 会社分割に関する会社との事前協議又は情報の事前通知・提供、協議等の時

期 

 移籍の対象になった組合員の有無と協議や通知の実施状況、移籍となった組

合員数、協議した事項、移籍方法 

 継承される事業に主として従事した組合員で移籍の対象にならなかった組

合員の有無と意義の申出 

 継承される事業に従として従事した組合員で移籍の対象となった組合員の

有無と意義の申出、異議を申し出た組合員のその後 

 移籍した組合員の賃金額の変化、移籍した組合員の退職金制度、移籍した組

合員の年次有給休暇、その他の休暇、労働時間等の経理の承継 

 労働契約の承継 

 移籍金又は転籍補償金等の一時金の支払い 

 退職した組合員の有無と人数、退職の種類 

会社分割（承継会

社等の労働組合） 

 会社分割の形態 

 設立会社の労働組合の組織 

 分割会社との関係 

 分割会社の存続 

 分割会社から移籍した労働者の有無と人数 

 承継された事業と移籍してきた労働者の関係、移籍の方法 

 移籍してきた労働者の労働条件、移籍してきた労働者の年次有給休暇・その

他の休暇・労働時間等の労働条件の変化 

 移籍後１年以内に退職した労働者の有無と人数、退職の種類、労働協約の取

扱い 

 分割会社の労働組等と事前/事後の協議の有無 
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第 2-4 表 労働組合調査の調査項目（続き） 

事業譲渡（譲渡企

業の労働組合） 

 事業譲渡の目的、譲受企業との関係、事業譲渡に関する事前協議/事業譲渡

に関する情報の事前通知・提供の有無、協議等の時期、協議事項と合意の状

況 

 情報提供や労使協議プロセスについての評価 

 労働協約の承継 

 転籍/出向で採用された組合員の有無と人数、転籍/出向への同意の有無、同

意の時期 

 転籍/出向した組合員の賃金額の変化、賃金額低下の割合 

 転籍/出向した組合員の退職金制度、退職金受取水準の変化 

 年次有給休暇、その他の休暇、労働時間等の権利 

 転籍/出向した組合員の組合参加状況 

 移籍金/転籍補償金等の一時金の支払い 

 譲受企業への転籍/出向を拒否した組合員の有無、転籍/出向を拒否した組合

員のその後、転籍/出向を拒否した組合員の賃金の変化、退職した組合員の

有無と人数、退職の種類 

 譲受企業の労働組合の有無、譲受企業の労働組合との関係、譲受企業の労働

組合との事前/事後の打合せの実施、 

 事業譲渡の際の労働関係上の問題 

事業譲渡（譲受企

業の労働組合） 

 譲渡企業との関係 

 譲渡企業から採用された労働者の有無と人数、譲渡企業から採用された労働

者の賃金の変化、譲渡企業から採用された労働者の労働時間等の労働条件の

変化 

 受入れ後１年以内に退職した者の有無 

 譲渡企業の労働組合の有無とその関係、譲渡企業の労働組合との事前/事後

の打合せの実施状況 

 労働協約の承継 

 労働関係上問題となったこと 

合併  合併の目的 

 被合併企業との関係 

 合併に関する事前協議・情報提供の有無、事前協議の時期 

 移籍した組合員の有無と人数、移籍した組合員の賃金額の変化、賃金額低下

の幅、移籍した組合員の退職金制度、退職金受取水準の変化、移籍した組合

員の年次有給休暇、その他の休暇、労働時間等の権利、 

 合併後退職した組合員の有無と人数、退職の種類 

自由記述 
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3.4 調査期間 

 2016 年１月５日～１月 25 日。 

 

3.5 回収数 

 667 票（対象外、組合の解散、宛先不明などで返送された数を除外した 2,886 件に対する

有効回収率 23.1％）。 

 

3.6 集計表について 

 当機構の調査シリーズでは、アンケート調査の属性別集計表を巻末に掲載しているが、本

調査では表の数が多いため、本書には掲載せず、次のウエブで提供するようにした

（http://jil.go.jp/institute/research/2017/163.html）。 
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